































































して描かれる。現実の日本政治における、いわゆる 九五五年体制──自民党が与党、社会党が野党第一党であり続けた政党システム──の最大のイデオロギー上 争点を 劇作家ら い視点 描いてみせた場面といえる。　
この「社会党というまるでダメな政党」が唱えた「非武装中立という夢物語」は、九三年に五五年体制が終わり、
































































活発にな 。そうした状況下で、勢力と て 左派が右派 優位 まま五五年一 月、左右両社会党は 権 獲得に近づくべく再統一を果 す。しかしこれ 自由党、民主党の保守合同を招く結果となり、統一社会党は再びから遠ざかった。議席の六割超を占める単一巨大与党 民党 自主憲法制定と再軍 を綱領的文書に掲げるのに対抗する形で、社会党が掲げた政治スローガン 「護憲・民主・中立」となった。そして五九年から六〇年 かけて自民党・岸信介政権による安保改定作業が、さらに社会党 非武装 論を促進させ 。　
左派が主導する社会党執行部の安保改定反対一辺倒の方針に批判的だった右派 リーダー西尾は、党内対立 末に、
































かだろう。さらに再軍備に反対す こ で「護憲政党」としての立脚点を見出した。それは、改憲を党是とする自民党政権がアメリカに従属的で、社会主義国に敵対的な外交方針 とっていることへのアンチテーゼだった。当然ながら、そこには戦争の惨禍を招いた歴史への反省も含まれていたし、反戦平和を旗印にした総評 労働運動も当時の青年・婦人層などに共感を持 て迎えられ、 「六〇年安保反対、岸内閣打倒」運動の盛り上がりにつながってゆく。　
ただし、社会主義政党でありソ連・中国との交流があった社会党が非武装中立を唱えること 必然的に、社会主義







































































































く階級政党からの脱却は、長らく 課題 あっ 。一貫して党内非主流派の旗頭で、七〇年代前半から 公民路線を進めてきたものの党内主流派の反発を受けて七七年 離党、直後に病死する江田三郎の苦闘は、革命政党から国 政党へ転身する め 犠牲 よう 見える。　
八三年七月、社公民政権構想と「道」見直しの実現に至らないまま辞任を表明した飛鳥田一雄の後を受けて委員長








に存在している＝に同意する形で、自衛隊の存在を当面 認める姿勢を党内に提案した。これが受け入れられれば、非武装中立論の修正に道筋を開く可能性もあったが、一線の活動家を中心に反発が強く、後に事実上の撤回を余儀なくされた。前述のように「新宣言」は非武装中立論に影響せず、石橋の辞任を受けて八六年九月 長となった土井たか子をリーダーとする時代はむ ろ護憲平和主義を教条的に強調する方向となった。その後 八九年の消費税導入反対によって野党の中で社会党が突出 た世論の支持を受け、参院選 衆院選で「独り勝ち」したこともあって社公民の政権協議は進まず、非武装中立論 温存され続けることにな 。　
八九年から九〇年にかけて、国際環境 激変した。米ソ首脳による冷戦の終結宣言、社会主義国の相次ぐ体制変換、













































































































































題が左右の争点から消えていった。しかし日本の社会党は路線転換を拒み、政権党である自民党との間に安全保障上の合意 成り立たず、左右の争点であり続けた。大嶽はその背景として、アメリカによるベトナム戦争や保守政権による再軍備政策の経過などを重視する。さらに「靖国神社公式参拝、社会科教科書の検定、スパイ防止法などを防衛費の増額要求と同じ政治主体によって提唱されていることが、防衛政策を戦前的体制へ 回帰を目指す反動政策 一環として解釈する 見に信憑性を与えている」という。この大嶽 指摘は、今日から見れば旧社会 および非武装中立論に好意的な分析に見える。　
一方、二〇〇〇年に発表された原彬久の論考は、現実政党化への自己改革を怠ったまま歴史を閉じた社会党を厳し








































われることを意味 い 。村山政権後の の凋落ぶりは、直接的には連合傘下の労組が九六年に結成された民主党支持に回ったことが大 いだろう。加えて護憲平和主義 最優先させ 「戦中派」の有権者数が時間 つれて減っていったこと、政策として 非武装中立を放棄したことも要因の つといえ 。　
連合傘下の組織労働者で、社会党を支持していた層は、民主党の誕生に伴ってそちらに──おそらく年輩者の多く
は非武装中立論と絶縁することに若干 寂しさを感じつつも──移行した。しか 組織労働者に含まれない支持者の多く 社会党を引き継いだ社民党 支持したが、そのかなりの部分が次第に共産党へ投票するようになっていった──衆議院議席数の変動からは、そう読み取ることが可能で ないだろうか。　
二〇一四年七月一日、自民党と公明党の連立による安倍晋三政権は 従来の憲法解釈を変更し、集団的自衛隊の行
使を容認することを閣議で決定した。 『朝日』は同日朝刊の看板コラム「天声人語」で、コスタリカの「非武装中立」を引き合いに出しながら、安倍政権 批判してい 。閣議決定 受け 翌二日の朝刊では「こ 暴挙 超えて」という社説を掲げた。　













への共感が──前述の七二年元日提言特集ほど明白 志向ではなくても──根強く残っているこ は明らかだ そしてそれに呼応する人々は、減少 ながらも一定数 存在する。それは先に挙げた朝日「天声人語」に られるよう 、一五年以降 集団的自衛権容認や翌 法制化に して高まった反対の声 中にもあっただろう。一七年一〇月に行われた衆議院選挙でも、最大野党 民進党 分裂 再編に関して焦点になった は結局のところ、安全保障問題だった。　
新たに旗揚げした「希望の党」の ーダー小池百合子が、安保法制に反対する民進党議員の合流を認めないと表明


















こうした解釈には異論もあると思われるが 戦後 日本国憲法にせよそれを覆すかのような再軍備 せよ、基本的には日本国内の主体的な議 よりもアメリカの意向が優先されたことは否めない事実である。そして冷戦下でアメリカに従属的な同盟国であったため 、韓国・中国といった周辺国 の国交回復にかなりの時間 要し、北朝鮮とは現在に至るまで国交も持てないでいる。　
日本と同じ敗戦国の西ドイツは、やはりアメリカの強い関与の下で再軍備を進めたが、反発する周辺諸国への懐柔


























































権は留保しており、五一年に発足した米州機構の一員としてアメリカを含む集団安全保障体制に参加しているので、中立国とは言い難いと思われる。 （ 『朝日新聞』〇五年四月二七日解説面、当時編集委員の松本仁一） 。
（
（）　「戦争責任」は多義的だが、ここでは大まかに①満州事変以来の大陸侵略政策によって相手国に与えた被害の責任②太平洋戦争に
















































































































山口二郎『現代日本 政治変動』 （放送大学教育振興会、九九年）四六頁、新川の担当した「社会党の凋落」 。
（
（（）　




































例えば近年話題を呼んだ論考としては、孫崎亨『戦後史 正体』 （創元社、二〇 二年） 、白井聡『永続敗戦論─戦後日本の核心』
（太田出版、二〇一三年）がある。
再考・非武装中立論（及川）

一六五
（
（（）　『中央公論』二〇一七年一一月号、特集「解散総選挙
　
大義と争点」二九頁。
